







人口が発表された。それによると、30 ～ 40 歳代
の出生率の上昇実績を受けて推計の前提となる合
計出生率が、前回の平成 24（2012）年の推計 1.35
（平成 72（2060）年）から 1.44（平成 77（2065）年）
に上昇（中位仮定）させたことと、平均寿命が平
成 27（2015）年男性 80.75 年、女性 86.98 年から、
平成 77（2065）年に男性 84.95 年、女性 91.35 年
に伸長（中位仮定）することにより、総人口は平
成 27（2015）年国勢調査による 1億 2,709 万人か
ら平成 77（2065）年には 8,808 万人（前回 8,135
万人）に、同じく総人口が１億人を下回る時期は
2048 年が 2053 年に、老年人口割合（2065 年）が
40.4% から 38.4% となり、人口減少の速度や高齢
化の進行度合いは少し緩和する見通しとなるが、
老年人口（高齢者数）のピークは前回と変わら

































ナダ 7位、アメリカ 14 位、ドイツ 16 位、イギリ





　図表 3に OECD加盟国の 2013 年における社
会保障給付費の内訳を示した。それをみると日
本は、GDP 比で 23.1% でありこのうち高齢者
給付が 10.7% となっている。OECD平均では、






























































































数 1,072 千人、生活保護世帯の子ども数 286 千人、
























国の 1.8 人と比べてアイスランドの 1.6 人、ノル
ウェーの 1.7 人以外、他の国はわが国と同数であ
る。ひとり親世帯率をみても、わが国の母親の
み世帯が 85.2% であり、アイスランド 91.1%、ス

















デン 86%、フィンランド 71% となり、学童保育
－ 150 －











（平成 27 年４月）によるとこの 25 年間で母子世































フィンランド 41%であり大きな差がみられる。3～5 歳児では、わが国が 94%、デンマーク
とノルウェーが 97%、アイスランド 96%、スウェーデン 95%、フィンランド 74%、となっ
ているが、わが国の在籍者のうち 82%は私立の保育施設に在籍しており、家庭における負
担の違いがある。また、就学後の 6 歳児の学童保育では、わが国が 51%、デンマーク 91%、






が必要となる。厚生労働省の「ひとり親家庭等の現状について」(平成 27 年 4 月)によると
この 25 年間で母子世帯は 1.5 倍に、父子世帯は 1.3 倍に増加し、「ひとり親世帯」の 85%
は「母子世帯」となり、このうちの 81%が離婚によるものである。「母子世帯」の 81%が就
業しているもののこのうちの 57%が非正規就業である、平均年間就労収入も正規雇用の半




        7 ひとり の対策 
     
 
 











親 対 策 
自立支援 
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